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第 1 プロ ポー ザル の 概 列 

1 事業 の 目的 
本 事業 は 、 東 日 本 大 岩 災 津波 以降 、 施 設 の 利用 を 停止 し て いた 「 陸 前 高田 オ 
トキ ャ ンプ 場 」 の 再開 に 向け 、 テ ント の 大 型 化 や キャ ンプ 場 利 用 者 の ニー ズ の 多 
様 化 な ど に 対応 し た 施設 と な る よう 、 施 設 再 開 後 の 運営 予定 者 (以下 、「 指 定 管理 
予定 者 」 と いう 。) の 運営 方 針 に 合わ せ た 整 備 を 行い 、 施 設 の 利便 性 及び 利用 者 の 
サー ビス の 向上 を 実現 で きる 施設 整備 を 行う こと を 目的 と する 。 

2 本 プロ ポー ザル の 趣旨 
本 プロ ポー ザル は 、 本 事業 の 効率 的 か つ 効 果 的 な 実施 を 図る こと を 目的 に 、 優 
れ た 企画 力 ・ 技 術 力 等 を 有する 最適 な 指定 管理 予定 者 、 設 計 者 及び 施工 者 を 一 括 
で 選定 する た め 、 公 募 に より 実施 する も の で ある 。 

3 事業 の 概要 





1) 事業 の 名 称 








て = 





(2) 敷地 の 概要 


(3) 整備 


ア 所 在 地 























岩手 県 陸前 高田 








イ 敷地 面積 
22. 4ha 





ウ 現在 の 施設 

セン ター ハ ワ ウス 1 棟 、 テ ント サイ ト 108 
、 サ ニタ リー ハウ ス 4 棟 、 ド ー ム ハウ ス 4 棟 
@ 設 の 概要 
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m) 、 




















ア 機能 
デン 
SS 





ケビン 10 棟 
を 予定 する 施 


















































北 前 高田 オー トキ ャ ンプ 場 施設 整備 事業 





小 友 町 字 獲 沢地 内 




















区 画 、 


ト の 大 型 化 や キャ ンプ 場 へ の 多様 な ニー ズ な ど ( 


多目的 サイ ト 1 












































印 (4, 780 





こ 対応 し た 施設 と する 


地元 特産 品 の 販売 箇所 を 設け る な ど 地 域 経 済 へ の 渡 及 効果 が 期待 で きる 施 








設 と する こ 


イ 施設 の 構造 


きる 








キャ ンプ 場 の 用 地 、 建 築 物 の 構造 な ど に つい て は 、 提 案内 容 ( 


で ある 。 














こよ り 変 更 可 能 


(4) 


(5) 
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す 


SO 


甲 
ンド 


対 





(7) 


で 
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業務 の 内 容 














事業 手法 
本 事業 は 、 





調査 設計 業務 


森 





、 建 築 工事 、 土 木工 事 





2 に 記載 の 通り 、 指 定 管 理 予定 


EA 
、 EX 


























指 ニッ た な 理 


是正 官 


予定 者 の 運営 方 針 に 合 


台 























体 的 に 発注 
る 。 


な お 、 当 該 施 設 は 、 指 定 管理 に より 管理 運営 を 行う も の で あり 、 指 定常 
つい て は 、 本 事業 と は 別に 


選定 する 指 


5 指 ニブ <ram 


定 管 理 

















し て 提案 し 、 














yr 算 上 限 額 
査 設計 業 























計 者 及び 施工 者 を 一 括 で 選定 























わせ た 整備 を 行う も の で あり 、 


設計 ・ 施 工 を 


・ 契 約 す る DB 方 式 (Design Build : デザ イン ビル ド ) に より 実施 








ジマ 





管理 





者 選 


定 委 員 








っ ペコ 











設立 する 「 指 定 
定 管 再 


定 管理 予定 者 を 対象 に 、 指 



























































者 と し て 選定 され た 場合 は 、 指 定 管理 




















議決 後 指定 管理 者 と し て 指定 する 。 




















へ 





務 及 び 建 設 工事 の 提案 上 限 額 の 





方 消費 税 を 含む 。) と し 、 内 訳 は 次 の と お り と する 。 











調査 設計 
建築 工事 
土木 工事 
建設 工事 
建築 工事 
土木 工事 
その 他 制 














建設 工事 の 建築 工事 に つい て 、 建 築 物 と 不可 分 と な っ て いる 機能 を 有する 





備 ( 例 : 








設備 等 ) の 整備 費 が 建築 工事 費 の 過 
去 費 用 、 単 に 建築 物 に 





Eg 


時 


業務 











に 係る 調査 設計 業務 1, 100 千 | 











] (消費 税 及び 地方 3 


前 





= 











理 





者 


に お いて 、 本 事業 
E 者 の 要件 等 を 審査 する 。 こ の 結 
者 に 指定 する 議案 を 県 議会 に 











合計 は 、602, 715 千 円 (消費 税 及 び 























税 を 含む 。) 


に 係る 調査 設計 業務 51, 260 千 円 (消費 税 及 び 地 方 消費 税 を 含む 。) 














407, 377 千 円 





( 消 


費 税 及 び 地 方 消費 税 を 含む 。) 



































142, 978 千 円 ( 消 








費 税 及 び 地 方 消費 税 を 含む 。) 











限 











気 ・ ガ ス ・ 給 排水 ・ 空 調 









































天 定 され て いる 
































ヨル 
ip:4 


な ど 、 建 築 物 と 構造 上 不可 分 と な っ て いる 
E を 占め る こと は で き な い 。 既存 施設 の 撤 
設備 や 備品 購入 の み を 目的 と し た も の 


( 例 : 建物 看板 や カー テン の 設置 、 机 ・ 椅 子 の 購入 、 ド ー ム ハウ ス の 撤去 、 


Wi-Fi 設備 
履行 期 B 



































の 整備 な ど ) に つい て は 、 建 
































と する 。 





令 和 4 年 











令 和 5 年 


各 業 務 の 履行 期 B 


























上 査 設 計 業 務 


8 月 31 
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> 





築 工事 費 の 2 割 以 内 と する こと 。 





は 、 次 の 通り と する 。 た だ し 、 本 プロ ポー ザル に 提出 され た 
業務 工程 表 の 完了 時 期 が 各 業 務 の 履行 期限 より 前 で ある 場合 は 、 当 


ミン =od 
該 完 


了 時 期 ま 


選定 方 法 
本 プロ ポー ザル に 
提出 され た 参加 表明 
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等 に 

















に 参加 する 者 (以下 「 参 
書 に より 県 に お いて 参 
に より 陸前 高田 オー トキ ャ ンプ 場 施設 整備 事業 事業 者 選定 委員 会 





加 者 」 と いう 。) か ら 本 要項 等 
加 資 格 の 審査 を 行い 、 


に 基づき 
また 、 技 術 提案 
(以下 「 選 












































を 踏ま え 、 県 は 、 本 事業 の 受 
な お 、 最 優秀 提案 の 選 
て 提示 する 事業 参画 に 



































定 委 員 会 」 と いう 。) に お いて 審査 を 行い 、 








最 優秀 提案 を 選 





定 す る 。 そ の 審査 結果 


注 候補 者 と し て 、 優 先 交渉 権 者 を 決定 する 。 
PR で! は 、 本 要項 に お い 



































満た し て いる こと を 前 提 と する 。 


本 











令 和 4 年 5 月 下旬 を 予定 する 。 期 日 





局 か ら 別 途 通 知 す る 。 
(2) 開催 場所 











盛岡 市 内 。 開 催 日 





と 合わ せ て 通知 する 














(3) 開催 方 法 等 














Oo 





に つい て は 、 





か つ 提 案 


内 容 が 要求 水準 を 全て 
































ニニ 
事務 


参加 意思 表明 書 提出 後 、 





審査 は 、 参 加 者 か ら 提出 され た 技術 提案 書 等 及び 参加 者 に よる プレ ゼン テー シ 





ョ ン に 基づい て 行う 。 








※ 





認め る が 、 








に 連絡 する も の と する 。 な お 、 
※ プレ ゼン テー ショ ン で 使用 する 資料 に つい て は 、 
(様式 4~9) に 記載 され て いる 内 容 の 以外 の 記載 【 











に 記載 の 文章 、 図 表 等 の 抜粋 
※ プレ ゼン テー ショ ン の 順番 
※ プレ ゼン テー ショ ン の 時 間 





























プレ ゼン テー ショ ン の 実施 に 当たっ て は 
これ ら の 機材 は 参加 























、 パ ソコ ン 及 び ビ デオ 等 の 使 














が 準備 する こと を 原 














則 と し 、 事 務 局 に 事前 

















は 可 ) 


は 、 技 術 提案 書 の 





追加 資料 等 の 





は 1 者 当 























の 提出 ( は 一 切 認 め な い 。 
提出 LLI さ れ た 技術 提 
は 認め な い 。 (技術 提 




















の 受付 順 と する 。 


た り 50 分 (説明 20 分 、 質 問 30 分 ) と 











する 。 な お 、 都 合 に より 1 者 当たり の プレ ゼン テー ショ ン の 時 間 を 変更 する 











場合 が ある 。 








※ プレ ゼン テー ショ ン は 参加 者 名 を 公表 し て 行 

















の 6 








第 2 事業 に 関す る 条件 





1 















































受注 者 の 業務 範囲 

本 事業 を 受注 する 設計 者 、 施 工 者 の 業務 範囲 は 、 そ れ ぞ れ 次 の と お り と する 。 
な お 、 調 査 設計 業務 及び 建設 工事 は 、 以 下 の 業 務 区 分 に より 分 離し て 契約 する も 
の と する 。 
(1) 土木 工事 に 関す る 調査 設計 業務 

ア 用地 造成 工事 、 関 連 し て 必要 と な る 工事 の 設計 (基本 設計 及び 実施 設計 ) 
イ 用 地 人 造成 工事 、 関 連 し て 必要 と な る 工事 に 必要 な 各種 調査 

ウ 用 地 造 成 工事 、 関 連 し て 必要 と な る 工事 に 必要 な 許認可 及び 計画 通知 等 の 手 








続 (関係 




















機関 と の 協議 及び 申請 等 の 手続 ) 

















エ その 他 本 事業 を 実施 する 上 で 必要 な 関連 業務 


(2) 土木 工事 に 関す る 建設 工事 





7 用 地 科 成 工 事 
イ 近 障 % 

















関連 し て 必要 と な る 


事 、 関 連 し て 必要 と な る 














議 並び に 申請 等 





の 手続 











則 
3 
1 














工事 に 必用 な 














エ その 他 本 事業 を 実施 する 上 で 必要 な 関連 業務 


3 
ア 既存 建築 物 








築 工事 に 関す る 調査 
の 改修 工事 や 解 
(基本 設計 及び 実施 設計 ) 


必要 な 各種 調査 





設計 業務 





許認可 及び 関係 機関 と の 協 





本 工事 、 




















続 ) 





設 

既存 建築 物 の 改修 工事 や 解体 
こ 必 
存 


建築 物 の 改修 工 
事 に 必要 な 許認可 及び 計画 通 和 














新 施設 建築 工 


im 














im 


| 
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事 や 解体 工事 、 








新 施設 建築 








等 の 手続 (関係 機関 


























エ その 他 本 事業 を 実施 する 上 で 必要 な 関連 業務 


(4 








築 工事 に 関す る 建設 工事 














、 関 連 し て 必要 と な る 工 
の 協議 及び 申請 等 の 手 


+ 












































ア 既存 建築 物 の 改修 工事 や 解体 工事 、 新 施設 建築 工事 、 関 連 し て 必要 と な る 工 
事 の 施工 

イ 近隣 対策 ・ 対 応 

ウ 既存 建築 物 の 改修 工事 や 解体 工事 、 新 施設 建築 工事 、 関 連 し て 必要 と な る 工 
事 に に 必要 な 許 認 可 及 び 関 係 機関 と の 協議 並び に 申請 等 等 の の 手続 


























エ その他 本 事業 を 実施 する 上 で 必要 な 関連 業務 


2 費用 負担 
本 事業 に お ける 費用 負担 は 、 次 の と お り と する 。 

(1) 県 の 負担 

本 事業 に お ける 契約 額 の 合計 は 、 原 則 と し て 602, 715 千 円 (消費 税 及び 地方 消 
費 税 を 含む 。) を 上 限 と し 、 か つ プ ロ ポ ー ザ ル に 提出 され た 見 積 額 の 合計 を 超え な 
い 金 額 と する 。 

な お 、 建 設 工事 に お ける 予定 価格 は 、 原 則 と し て プロ ポー ザル で 提出 され た 見 
窟 額 と 前 奏 下 計 業 季 (実施 設計 ) に お いて 積算 し た 金額 (積算 実施 時 点 を 基準 
と する 県 の 標準 的 な 積算 方 法 に よる 。) を 比較 し て 、 い ずれ か 低い 方 に より 定め る 
も の と する 。 

※ 工事 費 等 の 上 限 額 は 、 令 和 3 年 12 月 に 実施 し た 「 陸 前 高田 オー トキ ャ ンプ 
モビ リア の 施設 整備 に 係る サウ ン デ ィング 型 市 場 調査 」 の 結果 を 基 に し た 
金額 で ある 。 

※ 調査 設計 業務 の 委託 半 に は 、 設 計 費 の ほか 、 測 量 費 や 各種 法令 等 に 基づく 
邊 請 手数 料 (計画 通知 、 構 造 計算 適合 性 判定 ) を 含む 。 
(2) 受注 者 の 負担 

ア 受注 者 は 、 調 査 設計 業務 及び 建設 

設計 費用 、 工 事 費 用 を 負担 する 。 

イ 完成 図書 の 作成 費用 は 、 受 注 者 が 負担 する 。 
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[ 事 が 完了 する まで の 間 、 当 該 業 務 に 係る 





















































3 事業 の 実施 に 関す る 条件 
(1) 業務 の 仕様 
要求 水準 書 に よる 。 
(2) 完成 期 
受注 者 は 、 原 則 と し て 令 和 5 年 3 月 15 日 まで の 期間 内 で 、 か つ プ ロ ポ ー ザ ル で 
提出 し た 業務 工程 表 の 完了 時 期 ま で に 施設 を 完成 さす せる も の と する 。 
(3) 契約 不適 合 責任 
県 は 、 工 事 目的 物 の 引き 渡し 後 4 年 以内 に 、 引 き 渡 され た 工事 目的 物 が 種類 又 
は 品質 に 関し て 契約 の 内 容 に 適合 し な いも の が 発見 され た 場合 、 契 約 不適 合 と し 
て 、 受 注 者 に 対し 、 目 的 物 の 修 補 又 は 代替 物 の 引渡 し に よる 履行 の 追 完 を 請求 す 
る こと が で きる も の と ずる 。 

























































































































































































4 契約 及び 支払 い に つ いて 
本 事業 に お ける 超 約 及び 支払 い の 概要 は 、 次 の と お り と する 。 な お 、 そ の 他 の 
詳細 は 、 協 定 書 及び 契約 書 に 基づく も の と する 。 
(1) 優先 交渉 権 者 と な っ た 特定 者 (又は 次 点 ) は 、 受 注 者 と し て 、 県 と の 間 で 本 事 





























業 に 係る 基本 協定 書 に つい て 速やか に 合意 する と と も に 、 県 と 設計 者 に お いて 詩 
査 設計 業務 の 委託 契約 を 締結 する 。 ま た 、 工 事 の 請負 契約 に つい て は 、 同 協定 書 
に 基づき 、 調 査 設計 業務 の 完了 後 、 令 和 4 年 9 月 上 旬 ま で を 目処 と し て 、 県 と 施 
工 者 に お いて 契約 を 締結 する も の と する 。 

(2) 受注 者 が 、 契 約 に 基づき 契約 解除 の 要件 に 該当 する こと と な っ た 場合 は 、 県 

は 、 当 該 契 約 を 解除 で きる も の と する 。 
(3) 契約 に 係る 代金 の 支払 い は 、 調 査 設計 業務 及び 建設 工事 の それ ぞ れ の 完了 後 、 
請求 に 基づき 行う も の と する 。 た だ し 、 受 注 者 が 保証 事業 会 社 と 公共 工事 の 前 払 
金 保証 事業 に 関す る 法律 (昭和 27 年 法律 第 184 号 ) 第 2 条 第 5 項 に 規定 する 保 
証 在 約 を 締結 し た 場合 に は 、 請 求 に 基づき 契約 に 定め る 金額 以内 を 前 払い で きる 










































































































































































5 契約 の 変更 
(1) 契約 額 の 変更 
総 価 契約 額 の 変更 は 、 原 則 と し て 行わ な い 。 た だ し 、 発 注 時 の 条件 に 変更 が あ 
る 場合 に は 、 実 施設 計 後 の 図面 、 数 量 に より 変更 する も の と する 。 そ の 際 、 リ ス 
ク 分 担 に つい て は 別記 の リス ク 分 担 表 の と お り と し 、 発 注 者 側 の リス ク に つい て 
は 変更 の 対象 と する 。 な お 、 リ スク 分 担 で 不明 瞭 な 事項 が 生じ た 場合 は 、 県 と 受 
注 者 が 協議 の 上 対応 する も の と する 。 
(2) 完成 期限 の 変更 
完成 期限 の 変更 は 、 原 則 と し て 行わ な い 。 た だ し 、 発 注 者 側 の リス ク に 起因 す 
る 事由 、 そ の 他 受 注 者 の 責 に 帰す る こと が で き な い 事由 (施工 体制 の 確保 や 建設 
機械 、 建 設 資材 等 の 調達 、 納 入 の 遅延 に よ り 工 程 に 影響 が 生じ る 場合 を 含む 。) に 
より 工期 の 延長 が 必要 と な る 場合 に は 、 こ の 限り で な い 。 











































































































































































































第 3 事業 者 の 募集 及び 特定 
1 主催 者 及び 事務 局 

































































(1) 主催 
岩手 県 
(2) 事務 局 
岩手 県 商工 労働 観光 部 観光 ・ プ ロモ ーション 室 
〒020-8570 岩手 県 盛岡 市 内 丸 10- 1 
電話 番号 : 019-629-5574 FAX : 019-623-2001 





町 


! 


電子 メー ル : AE0006@pref. iwate. jp 


2 参加 者 の 構成 要件 








(1) 参加 者 は 、 複 数 の 構成 員 か ら な る 任意 に 結成 され た 連合 体 (以下 「 コ ン ソ ー シ 

















アム (企業 連合 )」 と いう 。) 又は 単 者 と する 。 



































(2) コン ツー シア ム (企業 連合 ) を 構成 する 場合 は 、 




















次 に 掲げ る 要件 を 満た す も の 


と する 。 な お 、 コ ン ソ ー シ ア ム (企業 連合 ) の 構成 員 は 、 他 の コン ソー シア ム 
(企業 連合 ) の 構成 員 及 び 単 者 と し て 本 プロ ポー ザル に 参加 する こと は で き な 


















































い 。 














ア コン ソー シア ム (企業 連合 ) 




















構成 員 は 、 指 定 管理 予定 者 、 調 査 設計 業務 を 






































の 
担当 する 者 (以下 「 設 計 担 当 構成 員 」 と いう 。)、 








建設 工事 を 担当 する 者 (以下 








「 施 工 担 当 構成 員 」 と いう 。) か ら な る も の と し 、 構 成 は 以下 の と お り と する 。 
( ア ) 設計 担当 構成 上 員 は 、 建 築 工事 、 土 木工 事 各 1 者 と する 。 な お 、 3 に 掲げ る 
資格 要件 を 満た す 場合 は 、 同 一 の 者 と する こと が で きる 。 
































( イ ) 施工 担当 構成 員 














( ウ ) 3 に 掲げ る 資格 要件 を 満た す 場合 
を 同一 の 者 と する こと が で きる 。 


ーー 














は 、 建 築 工事 、 圭 木工 事 各 1 者 と する 。 な お 、 3 に 掲げ る 
資格 要件 を 満た す 場合 は 、 同 一 の 者 と する こと が で きる 。 
よ 、 設 計 担当 構成 員 及 び 施 工 担当 構成 


ll 























ノ 














イ コン ソー シア ム (企業 連合 ) の 代表 者 に は 、 指 定 管 理 予 定 者 を 充て る も の と 








する 。 


3 資格 要件 
(1) 共通 事項 






































ア 地方 自治 法 施行 令 (昭和 22 年 政令 第 16 号 ) 第 167 条 の 4 第 1 項 及 び 第 2 項 





























の いずれ の 規定 に も 該当 し な い 者 で ある こと 。 


























イ 会 社 更生 法 (平成 14 年 法律 第 154 号 ) に 基づき 更生 手続 開始 の 申立 て が な さ 























れ て いる 者 又は 民事 再生 法 (平成 11 年 法律 第 225 号 ) に 基づき 再生 手続 開始 








の 申立 て が な され て いる 者 で な いこ と 。 











ウ 参加 表明 書 の 提出 期限 の 日 か ら 特定 者 決定 の 日 まで の 間 に 、 県 か ら 建 設 関連 























業務 に 係る 指名 停止 等 措置 基準 (平成 18 年 6 月 
置 又は 県 営 建 設 工事 に 係る 指名 停止 等 措置 基準 
づく 指名 停止 措置 を 受け て いな いこ と 。 













































































エ 役員 等 が 、 桑 力 団員 に よる 不当 な 行為 の 防止 等 に 関す る 法律 (平成 3 年 法律 









































6 日 制定 ) に 基づく 指名 停止 措 
(平成 7 年 2 月 9 日 制定 ) に 基 



















































































第 77 号 ) 第 2 条 第 2 号 に 規定 する 暴力 団 、 暴力 











団員 ( 同 法 第 2 条 第 6 与 に 規定 














する 項 力 団員 を いう 。 以 下 同じ 。) 又は 禁 力 団 若しくは 松 力 団員 と 鶴 接 な 関係 を 








有 し て いる 者 で な いこ と 。 








オ 破産 法 に 基づき 破産 手続 き 開始 の 申し 立て が な され て いる 者 又は 破産 手続 き 





開始 の 申し 立て を し て いる 者 で な いこ と 。 














(2) 指定 管理 予定 者 の 資格 要件 


























































































































「 グ ルー プ 」 とい 





し な い 者 で ある こと 。 


ア 単 者 又は 複数 の 構成 員 に より 構成 され た グル ー プ (以下 
う 。) と する 。 
イ 単 者 又は グル ー プ を 構成 する 構成 員 は 、 次 に 該当 
・ 岩 手 県 か ら 指 名 停止 措置 を 受け て いる 者 
・ 都 道府県 税 、 法 人 税 、 消 費 税 等 を 滞納 し て いる 者 
ウ 複数 申請 の 禁止 
・ 単 独 で 申請 し た 場合 は 、 グ ルー プ 申 請 の 構成 員 と な る こと は で き な い 。 




















・ グ ルー プ の 構成 員 は 、 2 以上 の グル ー プ の 構成 員 と な る こと は で き な い 。 


エ キャ ンプ 場 の 運営 


実績 が ある こと 。 


(3) 土木 工事 に 関す る 設計 者 の 資格 要件 





























































































































































































































ア 令 和 2・3 年 度 建設 関連 業務 競争 入札 参加 資格 者 名 簿 に 登録 され て いる 者 で 
ある ご と 。 

イ 岩手 県 内 に 主たる 営業 所 を 有する 者 で ある こと 。 

ウ 会 社 と し て 、 測 量 士 が 5 名 以上 在籍 し て いる こと 。 

エ 管理 技術 者 は 測量 士 の 資格 を 有する こと 。 担当 技術 者 は 、 測 量 士 又は 測量 士 
補 の 資格 を 有する こと 。 ま た 、 い ずれ の 技術 者 も 、 参 加 表 明 書 の 提出 期限 の 日 
以前 か ら 雇 用 し て いる 者 で ある こと 。 

オ 管理 技術 者 及び 照査 技術 者 は 兼務 で き な い 。 

a CO 

ア 令 和 3・4 年 度 県 営 建設 工事 競争 入札 参加 資格 者 名 短 の 土木 工事 A 級 に 登録 
され て いる 者 で ある こと 。 

イ 岩手 県 内 に 主たる 営業 所 を 有する 者 で ある こと 。 

ウ 次 に 掲げ る 基準 を 満た す 者 を 主任 技術 者 又は 監理 技術 者 と し て 当該 工事 に 専 





る と 3 





( ウ ) 参加 表明 書 の 提 
建築 工事 に 関す る 設計 者 の 資格 要件 
年 度 建設 関連 業務 競争 入札 参加 資格 者 名 


(5) 
ア 倒 和 2・3 
ある こと 。 





任 で 配置 で きる こと 。 
( ア ) 1 級 土木 施工 管理 技士 又は これ と 同等 
( イ ) 土木 工事 業 に 関す る 








監理 




















以上 の 資格 を 有する こと 。 


技術 者 資格 者 証 及び 監理 技術 者 講習 修了 証 を 有 す 























出 期限 の 























イ 岩手 県 内 に 主 





ウ 会 社 と し て 、 次 の 一 級 建築 士 又は 二 級 建築 士 の いずれ か の 技術 
、 一 級 建築 士 に つい て は 、 





と 。 


在籍 し て いる こ 








日 以前 か ら 




















た る 営業 所 を 有する 者 で ある こと 。 


の 2 全 75 

















冬 


1 名 











雇用 し て いる 者 で ある こと 。 


こ 登録 され て いる 者 で 


が 2 名 以上 
以上 在籍 し て いる こ 



































エ 次 に 掲げ る 基準 を 満た す 者 を 管理 技術 者 と し て 当該 業務 に 配置 で きる こと 。 
( ア ) 一 級 建築 士 
( イ ) 参加 表明 書 の 提出 期限 の 日 以前 か ら 雇 用 し て いる 者 で ある こと 。 
(6) 建築 工事 に お ける 施工 者 の 資格 要件 
ア 令 和 3・4 年 度 県 営 建設 工事 競争 入札 参加 資格 者 名 簿 の 建築 一 式 工事 A 級 に 
登録 され て いる 者 で ある こと 。 
イ 岩手 県 内 に 主たる 営業 所 を 有する 者 で ある こと 。 
ウ 次 に 掲げ る 基準 を 満た す 者 を 主任 技術 者 又は 監理 技術 者 と し て 当該 工事 に 専 
お 。 
( ア ) 一 級 建築 施工 管理 技士 又は これ と 同等 以上 の 資格 を 有する こと 。 
( イ ) 建築 工事 業 に 関す る 監理 技術 者 資格 者 証 及 び 監 理 技術 者 講習 修了 証 を 有 す 
る こと 。 
( ウ ) 参加 表明 書 の 提出 期限 の 日 以前 か ら 雇 用 し て いる 者 で ある こと 。 





















































































































































































































































4 実施 要領 
1) 本 プロ ポー ザル に 関す る 資料 の 配布 及び 閲覧 
ア 配布 期間 
令 和 4 年 4 月 18 日 (月 ) か ら 
イ 配布 方 法 
本 プロ ポー ザル の 実施 に つい て は 、 岩 手 県 の 公式 ホー ムペ ー ジ (以下 「 県 H 
P」 と いう 。) に お いて 公表 し 、 資 料 は 同 ペ ー ジ で 配布 する 。 
ウ 閲覧 資 
陸前 高田 オー トキ ャ ンプ 場 に 関す る 県 が 所 有する 主要 な 図面 を 県 HP に 資料 
と し て 示す が 、 事 務 局 に お いて 図面 原本 を 閲覧 する こと も 可 と する 。 閲覧 は 、 
令 和 4 年 4 月 18 日 (月 ) か ら 令 和 4 年 4 月 27 日 ( 水 ) まで (閉庁 日 を 除く 。) 
の 午前 9 時 か ら 17 時 まで と し 、 閲 覧 を 希望 する 日 の 前 日 (た だ し 、 開 庁 日 に 限 
る 。) の 17 時 まで に 、 事 務 局 に 電話 又は メー ル に て 連絡 を し 、 事 前 に 事務 局 の 
許可 を 得る こと 。 事務 局 の 許可 を 得 な い 場合 は 、 閲 覧 を 認め な い 。 た だ し 、 各 
1 冊 の み の 配 架 の た め , 閲覧 まで 時 間 が か か る 場合 が ある 。 
エエ 現地 視察 
令 和 4 年 4 月 22 日 ( 金 ) 13 : 30 て 14 : 30 に 現場 視察 会 を 開催 する 。 参加 を 
希望 する 場合 は 、 令 和 4 年 4 月 20 ( 水 ) 17 時 まで に 事務 局 に 電話 又は メー ル に 
て 連絡 を する こと 。 事務 局 へ 連絡 の な い 現 場 視察 会 の 参加 及び 無断 で の 現地 確 
認 は 認め な い 。 
(2) 質問 の 提出 及び 
ア 質問 の 提出 











































































































































































































































































































然 























( ア ) 提出 期間 


令 和 4 年 4 

















(受付 時 間 : 開 庁 
( イ ) 提出 方 法 
質問 書 (様式 10) を 事務 局 に F AX 若しくは 電子 メー ル に より 送信 する 。 


目 




















日 
ロ 





\N 
/ 


陣 叫 


瑞 





出さ 





提 











3 18 日 





(月 ) か ら 令 和 4 年 4 
日 の 9 時 か ら 17 時 まで ※ 最 終日 











電話 に よる 質問 は 受け 











の 要件 























然 














れ た 質 























予定 者 


] に 対す る 
な お 、 回 答 に 当たっ て は 、 


寸 け な い 。) 














の 趣旨 や 内 容 が 不明 確 な も の に つい て ( 
























































































































































答 は 、 随 時 、 














] 25 




















日 (月 ) 























こ な り 得る 者 と する 。 








に 





は 正午 まで ) 





注 ) 持参 は 不可 と する 


合 ホー ムペ ー ジ に お いて 公表 する 。 
質問 を 行っ た 事業 者 名 は 公表 し な い 。 ま た 、 質 
、 回 答 し な い 場 合 が ある 。 











問 






















































































(3) 提出 書類 の 作成 及び 提出 
提出 書類 は 、 陸 前 高田 オー トキ ャ ンプ 場 施設 整備 事業 設計 ・ 施 工 者 選定 プロ ポ 
ー ザ ル 提 出 書 類 作成 要領 (資料 1) に 従っ て 作成 し 、 次 に より 提出 する こと 。 
ア 参加 表明 書 の 提出 
( ア ) 提出 書類 
a 参加 表明 書 (様式 1) 1 部 
b 参加 者 構成 概要 表 (様式 2) 1 部 
c 参加 資格 確認 調書 (様式 3) 1 部 
( イ ) 提出 期間 
令 和 4 年 4 月 18 日 (月 ) か ら 令 和 4 年 4 月 28 日 ( 木 ) まで 
(受付 時 間 : 開 庁 日 の 9 時 か ら 17 時 まで ※ 最 終日 は 正午 まで ) 
(ツウ ) 提出 方 法 
事務 局 に 郵送 又は 宅配 便 ( 筒 易 書留 郵便 等 、 配 達 の 記録 が 残る も の に 限 


る 。) 若しくは 持参 に より 提出 する 。 ( 期 














































































































合 は 12 時 か ら 13 時 を 除く 。) 
イ 技術 提案 書 の 提出 
( ア ) 提出 書類 等 
a 技術 提案 書 提 出 書 (様式 4) 1 部 
b 参加 者 実績 等 評価 調書 (様式 5) 1 部 
c 価格 提案 書 (様式 6) 1 部 
d 技術 提案 書 (様式 7) 10 部 
e 業務 工程 表 (様式 8) 10 部 
f 要求 水準 チェ ッ ク リ スト (提案 用 ) (様式 9) 





( イ ) 提出 期間 


10 











日 受付 時 間 内 必着 と する 。 持参 の 場 





10 部 


令 和 4 年 5 月 


( ウ ) 


る 。) 若しくは 持参 に より 提出 する 。( 期 
除く 。) 


へ 
ロロ 




















(受付 時 間 : 開 庁 
提出 方 法 











事務 局 に 郵送 又は 宅 中 


11 日 ( 水 ) か ら 令 和 4 年 5 月 
日 の 9 時 か ら 17 時 まで ) 












































! 便 (簡易 書留 


郵便 等 、 




















は 12 時 か ら 13 時 を 















































配達 の 記録 が 残る も の に 限 
日 受付 時 間 内 必着 と する 。 持参 の 場 

















5 審査 及び 特定 者 等 の 選定 
(1) 審査 体制 
選定 に 係る 審査 は 、 別 に 定め る 陸前 高田 オー トキ ャ ンプ 場 施設 整備 事業 設計 ・ 
施工 者 選定 委員 会 設置 要領 に より 設置 され た 選定 委員 会 が 行う 。 
(2) 審査 方 法 
参加 高田 オー トキ ャ ンプ 場 施設 

















整備 事業 設計 ・ 施 工 




















(資料 2) に 
(3) 特定 者 等 の 選定 
参加 
た 提案 を 行っ た 


























を 

















選定 プロ メ 
基づき 審査 を 行う 。 





か ら 提 出さ れ た 技術 提案 書 等 に つい て 、 陸 前 高 
ドー ザル 審査 基準 (以下 「 審 査 基準 」 と いう 。) 























の 中 か ら 価 格 と 価格 以外 の 技術 提案 の 要素 を 総 
































合 的 に 評価 し 、 最 も 優れ 


特定 者 と し て 1 者 、 特 定 者 の 次 に 優れ た 提案 を 行っ た 者 を 次 








点 と し て 1 


























(4) 選定 結果 の 通知 
審査 後 、 








者 選定 する 。 
な お 、 県 は 、 特 定 者 と の 間 で 優先 的 に 
の と し 、 特 定 者 と 交渉 が 整わ な い 場 合 に 、 











な お 、 電 


話 に 


























6 スケ ジュ ー ル 


森 
る 
























































令 和 4 年 4 月 18 日 








令 和 4 年 4 月 18 日 


ポー ザル 公告 











令 和 4 年 4 月 18 日 
令 和 4 年 4 月 22 日 














令 和 4 年 4 月 25 日 
令 和 4 年 4 月 28 日 
令 和 4 年 5 月 11 日 
令 和 4 年 5 月 13 日 
令 和 4 年 5 月 下旬 頃 
令 和 4 年 6 月 上 旬 頃 

















間 受 付 開始 


地 視 祭 会 














2 
参加 表明 書 受付 開始 
テ 
現 











質問 受付 正午 〆 切 
参加 表明 書 受付 


技術 提案 書 受付 開始 





























特定 者 及び 次 点 決定 
基本 協定 締結 
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基本 協定 書 の 合 
次 点 と 交渉 を 





正午 グ 切 


技術 提案 書 受 付 17 時 〆 切 


に 3 
出 
ラー 

本 





に 関す る 交渉 を 行う も 
う も の と する 。 


選定 結果 を 各 参 加 者 に 文書 で 通知 する と と も に 公表 する 。 
よる 結果 の 回 答 は 行わ な い 。 


7 プロ ボー 


8 失格 条件 


1) 提出 書 和 






































O 








出 方 法 、 


es 
記載 す 











HH へ 


(2) 








対す る 援助 を 直接 又は 間接 に 求め た 場合 。 
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提 昌 


こう 


この 要項 に 定 


が 次 に 掲げ る 事項 の いずれ か に 該 


ザル の 費用 負担 
本 プロ ポー ザル の 参加 に 要する 費用 は 、 














デュ レ 

















事項 の 全 





施設 の 運営 に 関す る 留 























金 制 」 を 採 











当該 施設 は 、 指 定 管 』 
上 述 の 通り 本 事業 と は 別 ! 
(1) 利用 料金 に つい て は 、 
1] する た め 、 











トピ テテ テム ッ 


H 先 又は 提出 期 B 
定 する 作成 様式 又は 記載 上 の 留 


























に 適合 し な いも の 
泊 意 事項 に 示さ れ た 条件 に 


全て 参加 者 の 負担 と する 。 











部 又は 一 部 が 記載 され て いな いも の 


べき 事項 以外 の 内 容 が 記載 され て いる も の 
虚偽 の 内 容 が 記載 され て いる も の 
め る 手続 以外 の 手法 に より 


= 
具 



































指定 管 


是正 官 

















(2) な お 、 県 か ら 
営 を する こと 。 
(3 利用 料金 は 
て は 、 利 




















指定 管理 











BE 料 の 支払 い は な いた る め 、 














、 現 行 の 使 
] 率 の 向上 、 サ ービス の 向上 ( 














に つい て は 、 上 


な る 。 
(4) 利用 料金 は 


を 減免 し て いた 基準 は 
し た 











(5) 収益 を 活 
es 








10 その 他 



































一 定 の 基準 で 減免 を し て いる も の が ある た る め 、 

















こ 関 


こ 関 





明 書 及 び 技 術 提 案 書 の 提出 
展 以降 の 提出 書 





te 


務 城 振興 策 や 施設 の 弘 持 























ks 





















































地方 自治 法 第 244 条 の 2 第 8 項 の 】 
理 者 の 収入 と し て 収受 が 可能 で ある 。 
有料 施設 か ら の 収入 を 持っ て 運 


i 定 し 、 利 用 料金 
慮 する こと 。 た だ し 、 実 際 の 利用 料金 








意 事項 
理 に より 管理 運営 を 行う も の で あり 、 指 定 管 理 
< こ 審査 を 行う が 、 以 下 の 点 に 留意 する こと 。 











する 場合 は 、 失 格 と する こと が あ 


適合 し な いも の 


又は 関係 者 に プロ ポー ザル に 





(に つい て は 














賜 定 に 基づく 「 利 














1 料 








BE 者 が 知事 の 承認 を 得 て 定 


の 設定 に あたっ 


E め る こと と 











これ まで 利 








料金 





指定 管理 者 に お いて も 同様 の 取扱 い を する こと 。 


























連 し て 県 が 配布 する 資料 及び 質問 に 対す る 


する 説明 会 は 、 開催 し な い 。 
は 、 
類 の 差し 替え 及び 再 提出 は 


























12 




















管理 手法 に つい て 、 別 途 県 と 協議 する 











答 は 、 本 要項 





1 参加 者 に つき 1 件 と する 。 
認め な い 。 




















(5) 県 は 、 審 査 及び 説明 を 目的 と し て 提出 書類 の 写し を 作成 し 、 使 用 で きる も の と 
する 。 


(6) 県 は 、 公 平 性 、 透 明 性 及び 客観 性 を 期す る た め 提 出 書 類 を 公表 する こと が あ 








































































































(7) 提出 書類 の 著作 権 は 、 申 込 者 に 帰属 する 。 ま た 、 提 出 書類 は 原則 と し て 返却 し 














(8) 採用 する 技術 提案 書 等 の 使用 権 は 、 県 に 帰属 する も の と する 。 

(9) 配置 予定 技術 者 は 、 病 休 、 退 職 等 の 極め て 特別 な 場合 を 除き 変更 で き な い も の 
と する 。 

(10) 参加 者 は 、 本 プロ ポー ザル 及び その 後 の 設計 ・ 施 工 等 へ の 協力 に つい て 、 不 正 
又は 不誠実 な 行為 を 行わ な いこ と 。 

(11) その 他 詳 細 に つい て は 、 基 本 協定 締結 時 に 県 及び 受注 者 に より 誠意 を も っ て 協 
議 す る も の と する 。 
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別記 1 リス ク 分 担 表 (設計 ・ 施 工 関係 ) 
本 事業 で 想定 され る リス ク 及 び 発 注 者 と 受注 者 の リス ク 分 担 は 、 次 表 を 基本 と 
する が 、 リ スク グ 分 担 で 不明 瞭 な 事項 が 生じ た 場合 は 、 県 と 受注 者 が 協議 の 上 、 決 
定 す る も の と する 。 
定義 】 発注 者 : 岩手 県 

受注 者 : 調査 設計 業務 、 建 設 工 事 を 行う 事業 者 












































し | 




















































































































1 共通 
リス ク の 種類 リス ク の 内 容 負担 者 

発注 者 | 受注 

実施 要項 (要求 水 | 実施 要項 等 の 記載 事項 の 誤り 又は 変更 〇 

準 書 を 除く 。) に 係る リス ク 

調査 設計 、 建 設 工 | 受注 者 の 責め に 帰す べき 事由 に より 締 〇 

事 の 契約 結 で き な い 場合 の リス ク 

金利 変動 金利 変動 の リス ク 〇 

物価 変動 プロ ポー ザル 公告 時 点 か ら 工 事 契 約 時 〇 〇 

















点 ま で の 資材 ・ 労 務 費 の 変動 
法律 ・ 基 準 等 の 改 | 条例 や 法規 の 改正 に よる 設計 変更 、 基 〇 
正 準 や 指針 の 改正 に よる 設計 変更 、 税 制 

の 改正 に よる 工事 費 の 変更 
税制 度 の 変更 受注 者 の 利益 に 課せ られ る 税制 度 の 変 〇 
更 及 び 新 設 に 伴う リス ク 
消費 税率 の 変更 、 新 た な 税 項目 の 設定 〇 〇 

な ど 、 上 記 以 外 の 税制 度 の 変更 に 係る 

リス ク 
許認可 取得 受注 者 の 責め に 帰す べき 事由 に より 必 〇 
要 な 許認可 が 取得 で き な い 場合 又は 遅 
延 の 場合 の リス ク 
























































































































































































































































































































































住民 対応 近隣 住民 へ の 対応 〇 
騒音 、 振 動 、 大 気 | 周辺 住民 に 対す る 騒音 ・ 振 動 ・ 排 出 ガ 〇 
ス の 配慮 
水質 汚 溢 周辺 水域 環境 に 対す る 水質 汚濁 の 配慮 〇 
セキ ュ リ ティ 発注 者 の 責め に 帰す べき 事由 に よる 和 警 〇 
備 不 備 に 係る リス ク 
受注 者 の 責め に 帰す べき 事由 に よる 警 〇 
備 不 備 に 係る リス ク 
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気象 雨 、 雪 、 風 、 気 温 等 の 影響 〇 
湧 水 ・ 地 下水 予見 不可 能 な 湧 水 の 発生 、 掘 削 作 業 等 〇 

に 対す る 地下 水位 の 影響 等 

上 記 以 外 〇 
支持 地盤 予見 不可 能 な 軟弱 地上 盤 、 杭 工事 に お よ 〇 

ぼ す 支持 地盤 の 影響 等 (※ 地 質 調査 の 
































結果 、 特 殊 基礎 が 必要 と な っ た 場合 
等 ) 
上 記 以 外 〇 
作業 用 道路 ・ ヤ ー | 工事 用 道路 ・ 作 業 ス ベース の 制約 〇 
ド 
地 中 障害 物 与 条 件 と し て 明示 し て いな い 地 下 埋設 〇 
物 等 、 地 中 内 の 作業 障害 物 の 撤去 、 移 
設 
上 記 以 外 〇 
近接 施工 工事 の 影響 に 配慮 すべ き 道 路 、 人 架空 〇 
線 、 建 築 物 、 工 作物 等 
作業 用 道路 生活 道路 を 利用 し て の 資 機材 搬入 等 の 〇 
工事 用 道路 の 制約 と 近隣 及び 交通 車両 
等 へ の 配慮 
作業 用 ヤー ド 用 地 外 で の 別途 ヤー ド 確 保 〇 



















































































































































































建設 副産物 産業 廃棄 物 、 一 般 廃棄 物 の 処分 〇 
債務 不履行 発注 者 の 責め に 帰す べき 事由 に よる 債 〇 









































務 不 履行 の リス ク 

受注 者 の 責め に 帰す べき 事由 に よる 債 〇 

務 不 履行 の リス ク 
その 他 自 然 条件 自然 環境 へ の 配慮 等 〇 
その 他社 会 条件 上 記 に 挙げ る も の 以外 の 環境 ・ 日 照 

策 、 ガ ス ・ 水 道 ・ 電 線路 等 の 移設 、 
波 障害 対策 等 





























































































































oO 
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調査 設計 、 建 設 工事 






















































































































































































































































































































































































































































































































































































リス ク の 種類 リス ク の 内 容 負担 者 
発注 者 | 受注 者 
工法 等 工法 の 性 能 確保 、 使 用 機械 の 故障 、 使 O 
用 材料 の 品質 の ば ら つ き 等 
施工 方 法 に 関す る 技術 提案 等 〇 
測量 、 調 査 発注 者 が 実施 し た 測量 、 調 査 に 誤り が 〇 
あっ た こと に 起因 する リス ク (参考 と 
し て 提示 する 図書 に つい て は 、 対 象 外 
と する 。) 
受注 者 が 実施 し た 測量 、 調 査 に 誤り が 〇 
あっ た こと に 起因 する リス ク 
関係 機関 対応 関係 行政 機関 等 と の 調整 〇 
設計 計画 の 不備 に よる も の 〇 
設計 変更 発注 者 の 責め に 帰す べき 事由 に よる 設 〇 
計 変 更に 係る リス ク 
受注 者 の 責め に 帰す べき 事由 に よる 設 〇 
計 変 更に 係る リス ク 
施設 損傷 発注 者 の 責め に 帰す べき 事由 に よる 工 © 
事 施工 中 の 既存 施設 の 損傷 に 係る リス 
受注 者 の 責め に 帰す べき 事由 に よる 工 〇 
事 施工 中 の 既存 施設 の 損傷 に 係る リス 
ク 
第 三 者 の 責め に 帰す べき 事由 に よる 工 〇 
事 施工 中 の 既存 施設 の 損傷 に 係る リス 
グ 
工程 管理 工期 ・ 工 程 の 制約 ・ 変 更 へ の 対応 ( 工 〇 
法 変更 等 に 伴う も の を 含む ) 
品質 管理 品質 管理 の 類 雑 さ 、 複 雑 さ (高い 品質 〇 
管理 精度 の 要求 等 を 含む ) 
安全 管理 高 所 作業 、 夜 間 作業 等 の 危険 作業 〇 
その 他 マ ネジ メン | 災害 時 の 応急 復旧 等 〇 
ト 特性 
人 為 的 な ミス 設計 の ミス 、 積 算 の 誤り 〇 
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A 


が 調達 する 機器 に 関す る リス ク 


























雪 等 ) の 発生 











こ へ 
べ 
へ 





員 | 芝 








地震 、 豪 雨 、 豪 雪 
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別記 2 


1 県 と 指定 管理 


























つい て は 、 指 定 管理 























リス ク 分 担 表 (施設 の 管理 運営 ) 
者 の 間 に お ける リス ク 負 担 は 次 の と お り と する 。 な お 、 必要 な 事項 
者 選定 手続 き 後 、 協 定 で 定め る こと と する 。 








































































































































































































































































































































































































































































































施設 、 機 器 の 不備 に よる 事故 及び 
これ に 伴う 利用 者 へ の 損害 




















0! 











段階 リス ク が 生ずる 原因 リス ク 負 担 
宣 下 内 容 県 | 指定 管理 者 
法 合 等 の 変更 損 呈 管理 春の 行う 信者 雷 衝 甘 牧 
に 及ぼ す 法 令 等 の 変更 
第 三 者 賠償 AD 
共 通 ee 
物価 変動 指定 後 の イ ン フ レ ・ デ フレ 〇 O 
金利 変動 金利 変動 〇 
不可 騙 2 二葉 人 o よ の 末 務 の 委 案 に お 協議 事項 
止 、 延 期 
申請 段 si) 中 身 鞭 用 め の 豊 提 〇 
資金 調達 必要 な 資金 の 確保 〇 
施設 競合 施設 競合 に よる 利用 者 減 、 収 入 減 〇 
需 用 変動 当初 の 需要 見 込み と 異な る 状況 〇 
運営 費 等 の 膨 | 県 以外 の 要因 に よる 運営 費 の 膨 O 
張 張 
管理 上 の 下 門 に よる 施設 ・ 機 器 等 O 
施設 ・ 設 備 の MA 
中 作 | 上 記 以 外 に よる 施設 ・ 機 器 等 の 損 
坦 ら 
(軽微 な も の は 除く 。) 
運営 段階 施設 設置 者 (県 ) の 協定 内 容 の 不 
_ | 履行 
人 管理 者 に よる 業務 及び 協定 
内 容 の 不履行 
管理 上 の 環 首 に よる 事故 及び こ 6 
損害 購 代 れ に 伴う 利用 者 へ の 損害 





ト =011 
Rd 
ln 
TH 
パコ 
ノ 





























管理 上 の 環 導 に よる 臨時 休館 等 





に 伴う 運営 リス ク 
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施設 、 機 器 の 不備 や 火災 等 の 事故 
に よる 了 臨時 休館 等 に 伴う 運営 リ 協議 事項 








スク 

















2 保険 の 加入 
以前 施設 を 運営 し て いた 際 に 指定 管理 者 が 加入 し て いた 保険 の 内 容 は 次 の と お り 

で あり 、 同 水準 以上 の 保険 に 加入 する こと 。 

1) 保険 の 名 称 施設 賠償 責任 保険 、 レ ジャ ー サ ービス 施設 費用 保険 

(2) 保険 契約 の 相手 方 三井 住友 海上 火災 保険 帆 

(3) 保険 内 容 対人 賠償 1 名 に つき 1 億 円 

対物 賠償 1 事故 に つき 3 千 万 

見 舞 金 保険 死亡 50 万 円 
後遺 障害 5~50 万 円 
入院 2 て 10 万 円 

通院 1 へ 5 万 円 
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